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財団事業(定款第 4条) 

1. 高齢者の医療・福祉に関する調査・研究・研究助成及びその成果を活用したプロ

グラム等の開発・提供並びに人材育成 

2. 地域医療・福祉の事業モデルの啓発及び地域医療・福祉に貢献する団体・個人の 

表彰 

3. その他当法人の目的を達成するために必要な事業 

 

【運営方針】 

1. 地域共生社会実現のため、地域包括ケアシステムの構築に貢献する。 

2. 医療・看護・介護並びに福祉の現場の方々の意見を財団事業に活かすとともに、 

研究・啓発事業による情報提供を通じて現場の方々を支援する。 

3. 地域共生社会における医療・看護・介護並びに福祉を担う人材の育成に貢献す 

る。 

 

上記財団事業、運営方針を踏まえ、研究開発・啓発・人材育成の各事業を連携さ

せながら事業に取り組む。 

 

1.研究開発 

(1）．統合ケアマネジメント事例検討会 

2014 年 9 月から、「国立社会保障・人口問題研究所」などとの共催で開始しました本

事例検討会は、2017年度より、当財団主催で開催しています。2026年度も、医療・看護・

介護に関わる各専門職が、地域性や人間関係にとらわれることなく積極的な発言ができ

ることを会の基本方針として、3 ヶ月に 1回の頻度で Zoomによるオンラインにて開催する

予定です。   

さまざまな課題を抱えた利用者の事例を取り上げ、他の専門職の「見立て」や対

策検討の思考過程を共有することにより、答えを探すことを目的とするのではな

く、新たな“気付き”を得ることを目的とし、検討会を運営していきます。検討し

た事例については個人が特定できないように内容を編集した上で事例の内容を取

りまとめ、誰でも閲覧できるようホームページ上に公開し、ケアマネジメントの向

上に繋げていく予定です。 

 

(2)．多様な主体が参加するプラットフォーム「ごちゃまぜの会」を活用した地域課題解決手

法の開発 

【研究背景及び目的】 

厚生労働省は、地域共生社会を、「制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け
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手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、

人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会」と定義し、その実現に向けた様々

な施策を現在展開している(図 1)。こうしたなか、多様な担い手の参画による地域共

生に資する地域活動の普及促進の観点から検討されているのが「分野・領域を超えた

地域づくりの担い手が出会い、更なる展開の場（＝プラットフォーム）を通じた地域

活動の推進」と「これら活動を通じた地域課題の解決」である。 

ただし、組織風土、価値観、関心領域、得意とする手法が異なる多様な関係者を交

えて、地域課題を共有し、課題解決に向けて協働するといった地域マネジメントを展

開することは容易ではなく、その展開方法も明確にはなっていない。 

そこで、本研究では、埼玉県内の複数の市町村等をフィールドに、多様な主体が参

加するプラットフォーム「ごちゃまぜの会」を立ち上げ・運営しながら、地域課題解

決に向けた手法を開発することを目的とした。 

 

図１. 地域共生に資する取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）厚生労働省：改正福祉法の改正趣旨・改正概要について、令和２年度地域共生社会の実現
に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関する全国担当者会議（2020 年 7 月
17 日）、資料 1 より転載 

 

【地域課題を解決するために必要な要素と手順】 

マネジメントの視点から、地域課題解決に必要な要素ならびにそのステップを以下

のように整理した（表 1、図 2参照）。 

また、地域課題の解決を図るためには、3つの場、即ち、 
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① 「支援を必要としている人が困っていることや支援ニーズ」ならびに「互助領

域の支援者の活動内容」を、地域づくりや地域貢献に関心を持つ人と一緒に共

有するための場（※この場を運営することで、参加者同士のつながりも生まれ

てくる） 

② テーマを設定した上で、課題解決のシナリオを検討する場 

③ テーマに興味のある人を交えて、課題解決策を検討する場 

が必要と考えた。現在立ち上げている「ごちゃまぜの会」は、主に①を担う場という
位置づけである（徐々に、②や③を担う場に機能拡張していく予定）。 

 

表１. 地域課題解決に必要な要素 
 

Ⅰ．支援ニーズの把握と課題の把握 

 【要素 1】支援を要する者が抱える課題やニーズが把握できていること 

 【要素 2】課題が関係者間で共有され、かつ、具体化できていること 

Ⅱ．サービス・支援体制の見える化とつながりづくり 

 【要素 3】支援者の活動内容や困りごとが見える化できていること 

 【要素 4】支援者同士がつながっていること 

Ⅲ．対策の検討・実行・進捗管理 

 【要素 5】関係者を交えた会議を開催し、対策を検討・実行できること 

 【要素 6】進捗状況を確認し、対策の見直しを行うことができること 

 

図２. 地域課題を解決するためのステップ 
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（これまでの実施内容） 

【実施内容（2024年度）】 

1).ごちゃまぜの会を通じた地域課題・地域資源の把握 

2).地域資源のネットワーク化の推進及びつながった事例の収集及び整理（北本市） 

3).地域課題の解決を図るための模擬的検討の実施（北本市） 

 

【実施内容（2025年度）】 

1).ごちゃまぜの会及び当事者ヒアリングを通じた地域課題の把握と整理（越谷市 

ほか） 

2).ごちゃまぜの会を通じた地域資源とその機能の整理 

3).子どもをテーマとした地域課題解決策の検討（越谷市、北本市） 

4).認知症をテーマとした支援者、行政、民間企業が集まる交流会の開催（さいたま 

市） 

 

【これまでの取り組みから見えてきた課題と 2026年度研究の方向性】 

1).これまで 2年間、ごちゃまぜの会の運営支援を通じて、①支援者の活動の見え 

る化とつながりづくり、②支援対象者の抱える課題の把握、③テーマ別検討の 

試行を行ってきた。 

2).2025 年度に、認知症をテーマに、支援者・コーディネーター・民間企業・市町

村を交えた交流会を開催したが、非常に好評であった。本年度は、同会のグルー 

プワークで出てきた地域課題ややりたいことをベースに、認知症に関する地域 

課題の解決策の検討を進めていく。その際、認知症に関するマクロ的な現状把 

握も必要となる。そこで、モデル市町村にて、既存データや各種調査結果をも 

とに、地域診断を実施し、マクロ的な地域課題の把握も併せて行っていく。 

3).今後、プラットフォームを継続的に動かしていくには、コーディネーターの育 

成が課題である。現在支援している地域のコーディネーターへの伴走支援、な 

らびにコーディネーター同士の交流促進を図っていきたいと考えている。 

 

【2026年度実施内容】 

1).地域資源の分野別テーマ別の整理（川越市ほか） 

（a）.国は、4分野（高齢者、障害者、生活困窮者、子ども・子育て）に対する包括 

的支援体制の整備を進めようとしている。そこで、これら４分野別に、地域資 

源の整理を行っていく。 

（b）.さらに、それぞれの分野の中で、テーマ（子どもの例：居場所づくり、食・学 

習支援、体験支援、安全確保など）別に整理を行っていく。 

2).認知症に関する地域課題の把握と解決策の検討（川越市、さいたま市） 

（a）.既存データなどをもとに、認知症に関する地域分析を行う。 
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（b）.認知症の人および家族が地域で暮らし続けられるための課題を整理しながら、 

関係者（支援者、コーディネーター、民間企業、市）と課題解決策を検討する 

場を運営するとともに、その展開プロセスを整理していく。 

3).コーディネーターへの伴走支援／つながりづくり 

プラットフォームを継続運営していくには、コーディネーターの役割が非常 

に重要となる。そこで、認知症の人および家族が地域で暮らし続けられるため 

の課題を整理しながら、関係者と課題解決策を検討する場を展開していく。 

4).地域課題解決を継続的に進めるための課題と対応策の提言 

これまでの知見を踏まえた提言を行っていく。 

 

(3). 認知症のある人との心理的対等性実現のための XR 技術を活用した PX 体験学習シ

ステムの開発と実証評価研究 

  本研究は、認知症のある人を一人の対等な相手として理解し、よりよいコミュニ

ケーションを実践的に学べる教育方法を創造することを目的としています。ケア

の現場では人材不足が続く一方、経験に基づく学びを十分に積む機会には限りが

あります。そこで本研究では、VR等の XR技術を用いて、本人の感じ方や困りごと

を体験し、対話を練習できる学習システムの開発を進めています。 

2025年度は、患者視点の体験（PX: Patient eXperience）をするための障害モ

デルを当事者と共同創造するための実践環境を実装し、より即時的で意見を反映

しやすいプラットフォームとして拡張しました。また、AI Avatar（VRキャラクタ

ーの行動を AIを使って制御する仕組み）を設計することで、二人称的な関わりと

してトレーニングするための環境を構築し、予備的な検証を行いました。これらの

実装によって、図１に示す多視点でケアを学習する基礎的なプラットフォームが

構築されました。さらに、VRの体験が 2Dの体験と比較し、より没入感を高め、感

情の想起を促すことが示されました。 

 

これらの成果を踏まえ、2026 年度は最終年度として、二つの観点からそれぞれ

以下のように研究を進めていきます。 

図１．PXシステムの研究開発 
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1).認知症のある人とのコミュニケーション学習システムの開発 

図１に示す PX体験プラットフォームを活用し、ケアプロフェッショナルの学習

効果を検証します。支援対象者となる認知症のある人の情報を反映したデジタル

ツイン技術を活用し、AI Avatarとのコミュニケーショントレーニング機能の実現

によって、認知症の人の世界を認知的に共感し、対応方法を批判的に検討すること

ができる能力育成への有効性を検証していきます。あわせて、学習状況を客観的に

解析することで、より効果的な学習方法も明らかにしたいと考えています。 

また、この仕組みが認知症ケア以外の支援場面にも応用できるかを検討し、地域

包括ケアや共生社会の実現に向けて、テクノロジーがどのように役立つかを整理

します。 

2).当事者支援としての VR空間設計 

本研究で実践してきた認知症当事者の方との共同創造の実践では、当事者自身

の内観を具現化し、自分の症状や経験をあらためて理解し直せる可能性が見えてき

ました。2026年度は、生成 AIを用いた 3Dモデル作成の精度を高め、こうした表現

をより行いやすくする方法を検討します。同時に、この方法の有効性と限界を明ら

かにします。さらに、認知症に限らず、さまざまな認知や精神の状態についても試

行し、状態の違いや複雑さが VR 空間表現にどのように影響するか、またその表現

が本人にどのような意味や効果をもたらすかを検証します。 

  

以上より、最終年度の成果として、現場で活用できる学習プログラムの形を示すと

ともに、当事者支援に役立つ VR空間設計の知見を整理します。国際会議（もしくは、

ジャーナル）での発表 2件、学会等での口頭発表 5件を予定しています。 

 

【XR】 

XR とは「Cross Reality（クロスリアリティ）/Extended Reality (エクステンディドリアリティ) 」

の略称で、一般的には現実の物理空間と仮想空間を組み合わせる技術の総称。  

XRには、VR（仮想現実）、AR（拡張現実）、MR（複合現実）、SR（代替現実）の 4種類 

を含む。 

【PX】 

PX（Patient Experience ペイシェント・エクスペリエンス)は、患者中心の医療を実現する 

ためにイギリスで生まれた考え方で、日本語では「患者経験価値」と訳される。PXは、「患者

が医療サービスを受ける中で経験するすべての事象」と言われる。 

 

(4)．2024年度「コンパッションに満ちたまち」検討事業                      

1)．目的                                                     

我が国における地域共生社会の実現に向け、共感と協働の基盤となりうる概念とし 
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て、「Compassionate Communities*」に焦点を当て、これを手がかりに国内外の活動や 

事象への検討を継続するとともに、過年度までの成果を活かし、日本の地域における 

実装を目指す事業を試行・展開します（2021-2022年度、2023-2024年度を経て 

2025-2026年度）。                                                 

2)．概要                                                        

堀田聰子氏（慶應義塾大学大学院）を世話人として、研究会及び複数の作業部会を設 

置、国内外における Compassionate Communitiesの展開について調査研究を行うとと 

もに、日本の地域における実装に向けた検討及び予備的な活動を実施する予定で 

す。                             

3)．2026年度の事業内容  

（a）.「コンパションに満ちたまち」研究会（継続） 

  幹事：堀田聰子・長谷田真帆（京都大学）・室田信一（東京都立大学）・石川翔吾（静 

岡大学） 

コンパッション都市・コミュニティ及びテクノロジーの活用を主たるテーマとして、ゲ

ストスピーカーを招き、年間 3～5回の研究会を開催します。研究会はオンラインを

基本として、現地開催を含むものとします。 

（b）.作業部会 

   主担当：飯田大輔（福祉楽団）・土畠智幸（稲生会）・藤岡聡子（オレンジ）・堀田聰

子他（調整中） 

2023年 3月以降 4回のインド・IPM訪問調査/研修で学んだ地域密着型緩和ケ

アモデル（ケララモデル）を参考に、住民主体で可能性指向の地域ケアの進化に向

け、国内の複数地域において、広く市民及び専門職の学び合い等にかかわる試行

的取組みを各地域の文脈のなかで始動・継続します。フィールドは、北海道札幌

市・千葉県習志野市・長野県軽井沢町・三重県志摩市等（調整中）。 

具体的には、世代を超えてライフスキルとしてコンパッション及び可能性指向を身

に着けるための実践的な研修及び教材の開発と試行、住民主体のアクションが起き

やすくなる環境づくりの検討と試行、各地域の多様なステークホルダーと協働する

体制の在り方の検討やその準備、以上の経過について、オンライン及び相互訪問

を通じて情報共有、意見交換を行い、記録します。 

2026年秋にはインド・IPMから Suresh Kumar氏と Saif Mohammed氏、2027年 2

月頃にはアラン・ケレハー氏の来日が予定されており、いずれかにあわせて参集に

よる学び合い及び外部への発信を行います。 

 

【*Compassionate Communities について】 

パブリックヘルスと緩和ケアにかかわる潮流が融合して Allan Kellehear教授らにより提

唱されたもので、次のような中心的概念からなるものです（“Compassionate cities: Public 

Health and End-of-Life care” , Routledge, 2005）。 

・Compassion（cum（together） + patio（suffering））は健康への倫理的要請である。 
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・疾病・障害・喪失があってもなお、健康とはポジティヴな概念である。 

・Compassionは全人的／生態学的なアイデアである。 

・Compassionは喪失の普遍性と関連する。 

「死にゆくこと（dying）」「死(death）」「喪失（loss）」の普遍性に焦点をあて、コミュニティ

のあらゆる場で「生老病死を地域住民の手に取り戻す」アクションサイクルにつなげる実

践が生まれており、Public Health Palliative Care Internationalが、そのネットワークとナレ

ッジ共有のプラットフォームとなっています。 

 

2．啓発 

（1）．看護・介護エピソートコンテストの実施 

     超高齢化が進む中、高齢単身世帯の増加、看護・介護人材の不足などの社会的背

景もあり、高齢者に対する看護・介護についてさまざまな問題が発生しています。一方

で、実際に看護・介護に関わる方々は、やりがい・喜びなど多くの感動する体験をされて

います。当財団では、看護・介護に関わる方々のエピソードを通じて、その感動体験を

広く社会に発信していきます。 

地域共生社会の実現や地域包括ケアシステムの構築には、地域住民や多職種間の

相互理解、そして、将来においても看護・介護人材の確保が不可欠です。看護・介護に

関わる方々の体験を社会に広く伝えることで、社会における理解や人材確保に少しでも

貢献したいと考えています。 応募しやすいように、エピソードはエッセイ、実例報告など

形式を問わないコンテストとして運営します。 

選考は、①財団事務局で１次選考(応募された作品が応募要項に合致するかなど)を

行い、②訪問看護師、医師、医療・福祉ジャーナリストの 3 名からなる選考委員会にお

いて、大賞１編、優秀賞 3編、選考委員特別賞 3編、入選 20編を選考します。 

選考に際しては、作品ごとに評価項目を点数化した上で協議し、厳正に行います。看

護・介護エピソードコンテストの結果は広報誌、ホームページで受賞者、受賞作品、受

賞の言葉などを公表します。 

なお、看護・介護エピソードコンテストの広報にあたっては、広報誌、ホームページや

関係者へのメール、介護施設等へのポスターやリーフレットの配布、マス媒体、コンテス

ト雑誌、親密学会等へアプローチをしていく予定です。    

1).募集期間     2027年 1月～2027年 3月(予定) 

2).文字数・書式  400字以上 2400字以内、A4横書 

3).テーマ      「伝えたい！わたしの看護・介護エピソード」 

4).副賞        大賞：１編 30万円、優秀賞：3編各 10万円、 

選考委員特別賞：3編各 5万円、入選：20編各図書カード 

(5,000円相当) 
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(2）．広報誌発行 

当財団の研究活動を通じて明らかになったこと、全国各地での地域共生社会の実現

や地域包括ケアシステムに関わるさまざまな情報や活動を、年 2回（8月・2月）広報誌

により広く社会に発信します。今年度は、第 21 号、第 22号の発行を予定しています。

配布先は、財団関係者(医療・看護・介護関係者、学者・研究者、行政関係者など)を中

心に約 600人の方々に配布の予定です。 

 

(3)．研究に関するシンポジウム・セミナー・報告会等の動画配信 

    当財団の研究事業に関連する、シンポジウム・セミナー・報告会や研究者に対するイ

ンタビュー等の動画配信をホームページで公開して、その内容を広く社会に発信してい

く予定です。 

以上 


